
 

 

山梨県ひとり親家庭医療費支給事務費補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 知事は、市町村が行うひとり親家庭医療費助成事業の円滑な実施を図るため、市 

町村が、審査支払機関に委託する医療費の審査支払事務に要する経費について、予算の 

範囲内において補助金を交付するものとし、その交付に関しては、山梨県補助金等交付 

規則（昭和３８年山梨県規則第２５号。）に定めるもののほか、この要綱の定めるとこ 

ろによる。 

 

（補助金の交付の対象となる経費及び補助率） 

第２条 補助金の交付の対象となる経費及び補助率は、別表に掲げるとおりとする。 

 

（補助金の交付の申請） 

第３条 補助金の交付を受けようとする市町村長は、交付申請書（様式１）に関係書類を 

添えて、７月末日までに知事に提出しなければならない。 

 

（補助金の交付の条件） 

第４条 補助金交付の条件は、次の各号に掲げるとおりとする。 

 （１）補助事業に要する経費を変更（補助金の増額を伴わないものは除く。）しようと   

するときは、変更交付申請書（様式２）に関係書類を添えて提出し、知事の承認を   

受けること。 

 （２）補助事業を中止又は廃止しようとするときは、中止（廃止）承認申請書（様式３）   

を提出し、知事の承認を受けること。 

 

（実績報告書） 

第５条 市町村長は、補助事業が完了したときは、事業完了の日若しくは廃止の承認を受 

けた日から起算して１か月を経過した日、又は交付決定をした年度の翌年度の４月１０ 

日のいずれか早い期日までに、実績報告書（様式４）に関係書類を添えて、知事に提出 

しなければならない。 

 

（補助金の交付の方法） 

第６条 補助金は、精算払いとする。ただし、知事が必要と認めたときは、概算払いによ 

り交付することができる。 

２ 市町村長は、前項の規定により概算払いを受けようとするときは、概算払請求書（様 

式５）を知事に提出しなければならない。 

 

（年度区分） 

第７条 補助金の交付対象となる審査支払事務委託経費の年度区分は、山梨県ひとり親家 

庭医療費助成事業費補助金交付要綱に基づき、市町村が、ひとり親家庭医療費助成金を

支給した日の属する年度とする。 



 

 

 

（書類の保管） 

第８条 市町村長は、補助事業に係る帳簿及び証拠書類について、事業年度終了後５年間 

保管しておかなければならない。 

 

（報告及び検査） 

第９条 知事は、必要があると認める場合には、市町村長に対し報告を求め、又は関係職 

員をして帳簿その他関係書類を検査させることができる。 

 

   附 則 

  この要綱は、平成２０年６月２０日から施行し、平成２０年４月１日から適用する。 

 

   附 則 

  この要綱は、平成２４年７月４日から施行し、平成２４年４月１日から適用する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 



 

 

別表（第２条関係） 

補 助 対 象 経 費 補助率 

 

山梨県ひとり親家庭医療費助成事業費補助金交付要綱に基づき、市町村

が当該年度に支給したひとり親家庭医療費助成金に係る審査支払事務委

託料 

（１）国民健康保険団体連合会 

   審査支払事務委託件数×市町村が山梨県国民健康保険団体連合会

に対し診療報酬審査支払業務の事務費として支払う山梨県国民健康

保険団体連合会手数料規則に定める一件当たりの手数料の額 

（２）社会保険診療報酬支払基金 

   審査支払事務委託件数×全国健康保険協会の管掌する健康保険等

の診療報酬請求書の審査及び支払事務に関し、全国健康保険協会と

社会保険診療報酬支払基金との間で契約した病院、診療所及び薬局

に係る事務費算定の基礎となる一件当たりの金額 
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